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要旨：【目的】近年，心理社会的要因が腰痛に関係していることが示された．運動療法や作業改善
以外にも不安なことを聞き出し，腰痛に関する正しい情報を伝えることで腰痛を予防・改善する
事が期待される．今回，いつでもどこでも理学療法士に腰痛の相談ができる「フィジカルコンサ
ルティング：physical consulting（以下 PCo と略す）」を考案し実践を試みた．
【方法】東京と大阪の企業に勤務する事務職 40 名（男性 30 名 44.3 歳，女性 10 名 41.5 歳）に腰
痛アンケート調査および腰痛予防講習会を開催し，希望者 20 名に PCo を実施した．指導者は一定
の講習を受けた理学療法士 20 名で，指導内容は腰痛に関する医学的な相談，運動指導，痛みへの
対処方法などであった．頻度は初回，2週間後，1カ月後，その後は月に 1回のペースで 6カ月後
まで実施し，終了時にアンケート調査を実施した．介入前後で調査できた PCo を実施した者 10
名（以下，PCo 群）とそれ以外の者 8名（以下，対照群）に分け，介入前後の腰痛の有無・10
段階の腰痛程度，FABQ（腰痛の恐怖回避思考），WAI（生産性）の改善程度を比較検討した．統
計解析ソフトは SPSSVer19 を用いた．対象者へ理解と同意を得る方法としては，文書で本研究の
目的・方法・必要性・研究結果の公表，研究終了後のデータの取扱いについて説明し調査票の記
入をもって同意を得た．
【結果】群間評価においてベースラインでは PCo 群が腰痛有無，腰痛程度，WAI で有意に劣っ
ていたが最終では有意差が無かった．PCo 群の群内評価では腰痛有無 90%→30%，腰痛程度 3.4
→2.1，FABQ 15 以上 50%→10%と有意に改善した．対照群の群内評価では，WAI のみ 26.3→34.6
と有意に改善した．
【考察】腰痛のある者，痛みを強く感じる者の方が PCo の依頼が多かった．PCo 群の方が腰痛者，
腰痛程度の低下，そして腰痛の恐怖回避思考の減少が認められたことから，企業の腰痛予防・改
善には講習会に加えて PCo を実施することが有効であることが示唆された．

（日職災医誌，64：101─106，2016）
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はじめに

腰痛は業務に起因して発生する疾病の 61.2% を占め，
社会的に大きな問題となっている．近年の研究から，ス
トレスの高い人ほど腰痛になり易いと証明され，ストレ
スと腰痛との関係もクローズアップされてきている．松
平は人間工学的な要因に加え，心理社会的要因が腰痛の
新規発生や慢性化に影響していることを報告してい

る１）２）．
本邦の腰痛診療ガイドラインにもそのことが記載され

ており３），今後，腰痛予防の方法も改善させていく必要が
あると思われる．理学療法士は約半世紀にわたり，医療
の中で特に腰痛治療に数多く関わっており，多くの経験
とスキルがある．勤労者の腰痛予防に関しても個別指導，
集団指導や作業方法や作業環境の改善指導を通じて，予
防事業を進めてきた．今回，心理社会的要因と腰痛との
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図 1　PCo の概略図

図 2　介入の概要

関係を鑑みて，多忙な勤労者が気軽に腰痛やストレスの
ことを理学療法士に相談できるネットを活用した腰痛予
防事業を実施したので報告する．この腰痛予防事業のコ
ンセプトは 2つあり，これらを通じて，腰痛予防に向け
た行動変容に導いた．
1．心理社会的要因を考慮した腰痛予防プログラムを講

習会の形で提供し，集団効果を利用した行動変容を促進
する．
2．講習会で得た知識と運動行動を定着させるよう個別

に「いつでも・どこでも」担当の理学療法士に相談でき
るようにする．
図 1に，いつでもどこでも Physical Consulting（以下，

PCo と略す）の概略図を示す．PCo 研究事業を実践する
産業理学療法の研究会を設立し，会員を募る．
①事務局が会員の理学療法士に対してセミナーを開催

し，PCo が実施できる人材に育成する．
②企業において腰痛予防講習会を開催し，従業員に心

理社会的要因など腰痛予防の知識を伝える．
③PCo を希望する者は事務局へ申込みを行う．
④事務局は，担当の理学療法士へ PCo の実施を依頼す

る．
⑤PCo の実施．
⑥事務局は必要に応じて外部専門家（医師）に助言を

求める．
図 2に，介入の概要を示す．アンケート調査をした後

に講習会を開催し，希望者に半年間（月に 1回，約 8回）
の PCo を実施し，最終時にアンケート調査する．講習会
では，ストレスと腰痛が関係していること，腰痛を必要
以上に怖がらないこと，作業姿勢・作業方法に気をつけ
ること，運動をすることなどを説明する．PCo の対応の
方針として，腰痛の原因別に以下のように指導する．
①運動不足の時は，日常でも可能な運動を個別に提示

し，実施の報告があれば称賛する．
②同一姿勢が原因の時は，休憩の取り方，体操の方法，

快適な姿勢をアドバイスする．
③ストレスや腰痛の恐怖回避思考が原因の時は，誤っ

た認識・陥りがちな思考パターンの癖を，よりよい方向
へと修正し，ストレスに対応できる心の状態を作ってい
く．またストレスを発散できる運動の紹介をし，実践を
促す．
このように PCo では担当性・個別対応という安心サ

ポートを提供する．

対象と方法

対象は，東京と大阪の企業に勤務する事務職 40 名（男
性 30 名 44.3±9.5 歳，女性 10 名 41.5±7.6 歳）であった．
調査期間は平成 25 年 7 月から平成 26 年 2 月までとし
た．介入前後に腰痛に関するアンケート調査を実施した．
内容は，介入前後の腰痛の有無，腰痛の程度，FABQ（腰
痛の恐怖回避思考についての質問票である．腰痛を怖が
るという意識が腰痛の認識や作業・行動の考え方にどれ
くらい影響を及ぼしているかを評価するものであり，そ
の合計点数が 15 点以上で腰痛の恐怖回避思考が高いと
言える．）表 1，WAI（現在の作業能力を自己評価する質
問票である．この点数が高いほど作業能力が高いと言え
る．）表 2の改善程度であった．全員に腰痛予防講習会を
実施し，その後，希望者に PCo を実施した．PCo の指導
者は一定の研修を受けた理学療法士 20 名であり，腰痛に
関する医学的な相談，運動指導，恐怖回避思考から脱却
するための指導を実施した．メール指導の期間を 6カ月
とし，メールで指導した者を PCo 群，メール指導のない
者を不参加群とし，介入前後で調査できた PCo 群と不参
加群とを比較検討した．評価項目は，介入前後の腰痛の
有無と程度，FABQ，WAI とした．統計は SPSSVer19
を使用し，Mann-Whittney の U検定，およびWilcoxon
の符号付き順位検定で検定し，有意水準を 5%とした．対
象者へ理解と同意を得る方法としては，文書で本研究の
目的・方法・必要性・研究結果の公表，研究終了後の
データの取扱いについて説明し，調査票の記入をもって
同意を得た．なおデータは集計をする者以外に知り得な
いように配慮した．

結 果

初回のアンケート結果より講習会の参加者 40 名のう
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表 1　FABQ（Fear Avoidance-Beliefs Questionnaire）

腰痛の恐怖回避思考についての質問票

全くそう思わない どちらともいえない 全くそのとおりである

1．私の腰痛は身体の動作が原因で生じた 0 1 2 3 4 5 6

2．身体の動作は，私の腰の痛みを悪化させる 0 1 2 3 4 5 6

3． 身体の動作は，私の腰に悪い影響を与えるかもし
れない

0 1 2 3 4 5 6

4． 私の腰痛を悪化させる（悪化させるかもしれない）
ような身体の動作をすべきではない

0 1 2 3 4 5 6

5． 私の腰痛を悪化させる（悪化させるかもしれない）
ような身体の動作はできない

0 1 2 3 4 5 6

松平浩ほか，整形外科 62：1301-6, 2011 から引用（改変）

腰痛を怖がるという意識が腰痛の認識や作業・行動の考え方にどれくらい影響を及ぼしているかを評価する 15 点以上を腰痛の
恐怖回避思考の陽性とする

表 2　作業能力の評価

図 3　腰痛者の割合の変化

図 4　FABQが 15 以上の割合

ち，「何らかの腰痛を感じている」者が 31 名 78％，「スト
レス性の腰痛」が 28 名 70％であった．また，PCo を希
望した者は 20 名であり，介入前後で調査できたのは，
PCo 群 10 名（44.9±6.0），不参加群 8名（42.3±6.4）であっ
た．前後評価できた 18 名の結果であるが，腰痛者数の割
合は初回 67%→最終 28%（p＜0.05）と有意に低下した
（図 3）．FABQが 15 点以上の者の割合は初回 39%→11%
（p=0.056）と低下傾向を示した（図 4）．そしてWAI の平
均点数は初回 29.5→33.4（p＜0.05）と有意に向上した（図
5）．
次に，腰痛者の割合の変化を PCo 群と不参加群とで比

較した結果であるが，初回の群間比較において PCo 群
90.0% の方が不参加群 37.5% より有意に腰痛者の割合が
高かった（p＜0.05）．また，群内比較では PCo 群で 90%
→30%（p＜0.01）と有意に腰痛者の割合が減少した（図
6）．腰痛の程度の群内比較では PCo 群で 3.4→2.1（p＜
0.05）と有意に減少し，不参加群で 1.3→0.5 と有意差は無
かった（図 7）．
FABQが 15 点以上の割合の変化を比較したグラフで

ある．初回の群間比較において両群間で有意な差が無
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図 5　WAI の平均点数

図 6　腰痛者の割合の変化

図 7　腰痛の程度

図 8　FABQが 15 点以上の割合の変化

図 9　WAI の変化

かったが，PCo の群内比較でFABQ15 点以上の者の割合
が 50%→10%（p＜0.05）と有意に低下した（図 8）．
WAI の平均点数の変化を比較したグラフである．初回

の群間比較において両群のWAI に差が無かったが，群
内比較では不参加群で 26.3→34.6（p＜0.05）と有意に

WAI の点数がアップした（図 9）．

考 察

今回の PCo では，腰痛は治らない，ヘルニアは一生続
くと思いこんでいる者は多く，腰痛が気になって行動に
制限をかけている者もいたが，講習会で正しい情報を伝
え，個別にそして定期的にアプローチすることで誤った
思い込みも軽減し，終了時には腰痛の訴えも低下したの
ではないかと思われる．
今回の研究では，都合上，PCo を希望する群とそうで

ない群とに分けたため，PCo を希望する者には腰痛が多
いなど両群間に差があり，群間比較が出来なかったが，
少なくとも腰痛者の割合は PCo 群内で有意に減少した．
他にも腰痛の程度の有意な減少，そして有意ではないが
腰痛の恐怖回避思考の減少が認められたことから，企業
の腰痛予防や腰痛改善には講習会に加えてメールでの個
別指導を実施することが有効であることが示唆された．
講習会だけでは勤労者の腰痛予防の行動変容を導くの

は難しいと考えられる．腰痛予防に関する重要事項を忘
れてしまうこともあるだろうし，実践の不安というのも
あるだろう．手間はかかるが，理学療法士による個別指
導が必要であろう．また腰部への受傷直後でなく腰に不
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安を抱えているだけでは，多忙な彼らを病院などの施設
へ呼ぶことは時間的にも地理的にも困難である．彼らの
腰の悩みを解消するにはメールでの指導が望ましいと考
えられる．
PCo は働き盛りで多忙な彼らがいつでもどこでも質

問相談できるツールであり，専門家と繋がっているとい
う安心感をもたらし，腰痛の原因である恐怖回避思考を
軽減させることができる．今後，より使いやすい相談シ
ステムの開発，指導できる理学療法士の育成などを進め
ていく予定である．

結 語

腰痛の相談ができるシステム PCo を考案し，事務職に
腰痛予防の講習会，PCo を実施した．その中で，腰痛の
恐怖回避思考を軽減させる指導を行い，結果として恐怖
回避思考が軽減し，腰痛者が有意に減少した．これらの

ことから PCo は腰痛の予防・改善に有効であると考え
られた．
本論文の要旨は第 62 回職業災害医学会で発表した．
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Physical Counseling for Low Back Pain Using Internet
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[Background] Low back pain (LBP) is a common major health problem. Fear-avoidance beliefs and psycho-
social factors are thought to be an important risk factor for chronic LBP. Physical therapist may be counseling
for LBP without physical training.
[Purpose] This study investigated whether counseling physical therapist use the internet is effective on

the improvement of LBP.
[Method] In August 2013, 40 adults aged 43.6±9.04, who had registered from the applicant of persons par-

ticipated in the LBP prevention in the workshop.
Physical therapist investigated elements of the uneasiness about LBP through questionnaire.
Physical Counseling (PCo) to 20 applicants had been carried out.
The leader was 20 physical therapists who took a constant class, and the instruction contents were medi-

cal consultation about the low back pain, exercise instruction, and coping methods to a pain.
PCo had been conducted at the first meeting, then 2 weeks later and then at a monthly pace afterwards

until six months.
A questionnaire was carried out at the end.
I had divided into ten people following, PCo group who carried out PCo which I was able to get involved

with before investigation and eight people (the following, control group) except it and weighed presence of the
low back pain before and after the involvement, ten phases of low back pain degree, FABQ (the fear avoidance
beliefs questionnaire), improvement degree of WAI (work ability index).
The statistical analysis software SPSS-Ver19 had been used. I explained the publication of the purpose,

method, the need, the objectives of this study, the handling of data after the study end in a document for under-
standing and a method to obtain consent to a target person and obtained its consent with the entry of the ques-
tionnaire.
[Result] PCo group was significantly inferior in the baseline in the evaluation between groups in low back

pain presence, low back pain degree, WAI, but there was no significant difference in the end. I significantly im-
proved it with 50% → 10% by the evaluation in a group of PCo group more than 90% of low back pain presence
→ 30%, low back pain degree 3.4 → 2.1, FABQ15. By the evaluation in a group of control groups, only WAI was
significantly improved with 26.3 → 34.6.
[Consideration] There seemed to be more requests of PCo from those with the low back pain, and stronger

pain.
Since a person with low back pain, a drop of the low back pain degree and the decrease of the fear evasion

thought of the low back pain were recognized PCo group, it was suggested that it was effective for a class for
the low back pain prevention, improvement of the company, in addition, to carry out PCo.
Since there was a certain decline of low back pain and decrease of the fear evasion thought of the low back

pain in the PCo group, it would be effective for a company to provide classes for preventing and improving low
back pain in addition to PCo.

(JJOMT, 64: 101―106, 2016)
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internet, LBP, FABQ

ⒸJapanese society of occupational medicine and traumatology http://www.jsomt.jp
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